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1．初 め に
去年の秋に発表された気候変動に関する政府間パネル（ICPP）による第 5
次報告書の第一作業部会報告に続き今年の 3月に第二作業部会報告が公表さ
れた（1）。この報告は，130を超える国と 450を超える代表執筆者と 800名を
超える執筆協力者により執筆され，2500名を超える専門家の査読を経た第 4
次報告書に続くものであり，極めて信頼性が高い報告である。さらに，この報
告が，参加国からの様々な思惑による修正要求や反論を予想したものであるこ
とを考慮すれば，その内容が科学的に信頼できるものであるとともに，保守的
で控えめな内容を持つものであることは容易に想像できる。問題は，マスメデ
ィアで取り上げられたことにより良く知られているように，そのような報告
が，気候変動の主たる原因を人間とする考えを 95％確実であると述べている
ことである。しかも，報告は，人類にとって先例のない規模での生態系の破
壊，すなわち人類の生存基盤の大規模な破壊による想像を絶する悲惨な事態の
到来の可能性を語っている。私がこの論文で取り上げたいのは，このような極
めて信頼性が高く，想像を絶する危機の到来の可能性を取り除くための警告が
発せられているにもかかわらず，究極的といってよい問題の緊急性に応じた動
きが，日本を含めた問題の原因を作り出した責任を負う国々において生まれて
いないということである。すでに予兆というべき事態が多々報告され，また経
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験されているにもかかわらず，まさに国を挙げての，そして国際的な協力によ
る取り組みがなされている気配は，希望を生み出すというレベルで考えると
き，まったくといって見られない。気候変動に関する言説は，人々の意識の表
面には影響を及ぼしているであろうが，その深刻な理解とそれに基づくさまざ
まな意見や行動が社会の中で大きなうねりとなる気配は今までのところ見られ
ない。あまりに非合理的で普通に考えれば容易に信じがたい現状は，人間とは
何かを考え，そして人間の生命の可能性の調和的な開花のあり方を考察する人
文科学を学ぶ者として，到底無視できないものである。この抽象的に考えると
不可解に感じられる現状に関して，私は，人間の欲望とその追求に対する制約
を無視するように仕向ける貪欲な企業国家による民主主義の劣化・空洞化に主
たる原因を求める。そして，そのような状況を正す義務を負っているはずのマ
スメディアは本来の責任を果たすことなく，企業国家の人心操作の道具となっ
ていると考えている。
議論の順序は以下のようである。まず気候変動の危機の具体的内容と緊急性
について今少し詳しく述べ，次にマスメディアの腐敗状況について述べ，それ
の背後に存在し，いよいよ支配力を増大させている企業国家の在り方について
の最近の興味深い議論を紹介し，最後に，それらによる民主主義の劣化という
危機への対処についての，技術的経済的な観点ではなく，人文科学の観点から
の一つの方向性の提示を行う。ここでの要点は，自分の立場をとる正当化理由
を述べそれを互いに検討することを核とする民主主義体制の根幹についてのジ
ェフリー・スタウト（Jeffrey Stout）の説明とともに，それを支える世界観
・人間観について述べることにある。それは，未曾有の危機に対峙しうるラジ
カルな民主主義を維持強化する徳性を涵養するために必要不可欠な感性や考え
方について述べること，を目指したものである（2）。この部分こそが私が自ら
の考えを述べる箇所である。私は，そこでの私の議論それ自体が，異なった前
提を持つ人々が様々な角度から理由を述べ合うことを核とする民主主義的な会
話の一つの実践であると考えている。
４６ なすところなく破滅への道を歩む私たち
2．気候変動がもたらす危機の重大性と緊急性
まず何よりも踏まえておくべきことは，ICPP がほとんど疑問の余地がない
ものとして確信を持って認めている，気候変動が実際に起きており，それが大
気中に人間が放出する二酸化炭素などの地球の温暖化を進める気体によって惹
き起こされている，という事実である。ここで ICPP の報告書からいくつか
の衝撃的事実を挙げておく（3）。
ア）大気中の二酸化炭素やメタンや酸化窒素の濃度は，少なくともこの 80
万年以来なかったレベルにある。
イ）産業革命以降の二酸化炭素濃度の 40％の上昇の主たる原因は，化石燃
料の燃焼による。今後の炭素放出への対処いかんによって，今世紀末までに
0.3−4.8℃の地球の温度の上昇が予想される。
ウ）海は放出された二酸化炭素の 3分の 1を吸収したため酸性化している。
これらの事実が意味する事態について，気候変動問題に関する世界的な権威
と見られている NASA のジェームズ・ハンセン（James Hansen）の意見に
よれば，「もし人類が，文明が発達し地球上の生命が適応している惑星に似た
惑星を維持することを望むなら，二酸化炭素は現在のレベルから 350 ppm ま
で下げられる必要がある。（4）」
このハンセンの意見に基づいて 350 ORG という気候変動問題に取り組む
NGO は－この問題について早い時期の警鐘を鳴らした書物を出版したビル・
マッキベン（Bill Mckibben）を中心に作られたものであるが－以下のように
現在の状況について分かりやすく述べている（5）。
a）多くの気象学者と進歩的な政府は 350 ppm が二酸化炭素の安全なレベ
ルであるというハンセン博士の考えに同意している。
b）現在の二酸化炭素のレベルは 400 ppm であり，毎年 2 ppm 増えている。
今世紀中に 350 ppm に戻さないと，［重大な］転換点を迎えることになり，
様々な問題を生みつつ破滅へと向かう，元に戻すことが不可能な過程が始ま
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ってしまう。
c）科学者たちは，数メートルの海面上昇が起き，それは沿岸部に位置する
都市に住む何十億人もの人々に対する脅威となりうる，と警告している。
d）氷河が急速に消滅しつつあり，それらを利用可能な唯一の飲料水の源と
している人々は何億人にも上る
e）より高い温度でかつ酸性化している海洋は，海洋生物を傷つけ，膨大な
数のサンゴ礁を死滅させている。
f）蚊が生息領域を広げ，マラリアやデング熱などをそれらの地域に拡げて
いる。
g）より極端な天候。ハリケーン，台風，干ばつ，大吹雪がより過酷なもの
になり，頻度も予測不可能性も増大する。
これに加えて，恐怖を喚起する予測は様々に信頼できる専門家によってなされ
ている。それは，様々な生物種の消滅，食糧難，難民の出現などを原因とする
紛争の頻発などなどである。今一つ，良く理解されていると思えないので，付
加しておくと，海洋の酸性化は，プランクトンを死滅させ，海中の食物連鎖を
断ち切り，海からの食物に依存している人々に大きな影響を与える。最近のニ
ュースによると，恐竜をはじめとして多くの種の消滅を招いたアステロイドの
衝突は，酸性雨，したがって，海洋の酸性化を招き，プランクトンをはじめと
して海洋中の種の大量消滅に大きな役割を果たしたことを示唆する説が有力な
ものとして提出されている（6）。
このような状況下でこそ，オーストラリアで高い尊敬を得ている哲学者クラ
イヴ・ハミルトン（Clive Hamilton）は気象学者の協力も得つつ，『ひとつの
種のためのレクイエム（Requiem For A Species）』というタイトルを持つ本
を出版して，究極の警鐘を鳴らした（7）。ハミルトンは人類という種の滅亡の
可能性とそれに抵抗するための行動を訴えているのである。ICPP の最終報告
書案は，そこまでの可能性は述べていないが，深刻な事態の到来を予測する点
では，同様の見解であるということができる。頭に入れておくべきことは，地
球の生態系は極めて複雑なものであり，それがどのような振る舞いを見せるの
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かについては，常に不確定性が付きまとわざるを得ないということである。た
だ，気候変動が起きていること，そしてそれが主に人間の手によって惹き起こ
されていることは確かな事実となったということである。さらに，数年前に
は，北極の氷が完全に溶けるのには 80年はかかるであろうと考えていた気候
学者たちが 2012年にはその年のうちに起きてしまうかもしれないと考えを変
えたことである（8）。すなわち，気候変動の悪影響の度合いとその到来のスピ
ードが予測をはるかに超えたものになる可能性が十分にあるということであ
る。その意味でハミルトンの警告は過剰反応として退けられるものでは到底な
い。以上が気候変動に関して持っておくべき知識の一端である。このような事
実を知った上で，一部の国々を除いて，国内と国を超えた対処のための具体的
な方策が大規模な形で講じられていないという事態は，あまりに不条理に満ち
たものと言わざるを得ないであろう。
3．マスメディアの腐敗
2で述べたような不条理な事態の原因の主要なものとして，マスメディアが
人々の判断の材料となるような事実や意見などの情報を適切な形で伝えていな
いことが挙げられる。複雑な社会における民主主義が正常に機能するために
は，多くの適切な情報が報道されなければならないことは言うまでもない。適
切な情報という基盤がなければ，的確な判断が下せない以上，人々の意見は偏
見や各人がおかれた状況に支配されやすくなり，また，極めて情緒的なものに
なる傾向を持ってしまう。こうした正しい認識に基づかない意見は，操作され
やすく，また，その時々の趨勢に押し流されやすくなる。このような条件下で
こそ，ミルやトクヴィルが恐れた多数派の専制が生まれ，民主主義の自壊作用
が進行する大きな危険を持つ。ここでマスメディアの腐敗の事実を象徴する事
例をいくつか挙げて事態の深刻さを示すことにする。
あ）気候変動の脅威について ICPP をはじめとして多くの警告にもかかわら
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ず，その深刻さが十分に人々に伝わっていない。例えば，気候変動をめぐる論
争にかかわっている科学者の 97％ が気候変動の人為性を信じていること，
2012年 11月から 2013年 12月までに発表された 9137の査読論文のうちで
ただ一つの論文だけが気候変動の人間による原因説を否定している事実，そし
て，21年以上にわたる期間で 13950の査読論文の内 24だけが，同様の主張
をなしている事実などは報道されていない。むろん，少数派が正しいことが判
明する可能性を全く否定することはできないが，問題の重大性を考慮すると
き，この圧倒的な差を無視することはできないはずである。しかし，このよう
な事実は人々の常識にはなっていない。形式的にみれば，専門家の中でも立場
の違いがあり，論争が続いているということになるのである。しかし，これが
人類に生存を脅かす事態に関する警告に対する適切な態度，対処の基盤となし
うる態度と言えるであろうか。
上記のような科学者の大部分の意見にもかかわらず，また気候変動の影響と
みられる現象が頻発しているにもかかわらず，アメリカ人の 47％しか気候変
動の人為性を信じていないという世論調査の結果がある。また，気候変動が起
きていること自体を信じている人の割合は，2012年と比べて 70から 63％と
減っている。メディアの報道も 2010−2012年の間では減り，2013年には上
昇したが 2007−2009年と比べると大きく減っているそうである。まことに奇
妙な現象と言わざるを得ない（9）。
い）これは，気候変動にかかわるものではないが，それと密接に結びついた事
態にかかわっている。それは，3. 11の後に被災地の救助のためにアメリカ政
府によって派遣されてきた空母ロナルド・レーガンの乗組員であった水兵の中
の，その後退役したもの現役であるものも含めて 79名が，放射能によると彼
等が主張する症状に悩まされており，その原因は東京電力が適切な情報を流さ
なかったからであるとして，東京電力に対する賠償を求めて今年の二月に訴訟
を行った。この訴訟は最初 8名，後に 50名となった原告により 2012年 12月
に行われ 2013年 10月に裁判の管轄権の問題という，内容にかかわるもので
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はない理由により退けられている。したがって，今回の訴訟は第二次訴訟と言
うことができる。第一次訴訟については，ネイヴィ・タイムスやスターズ・ア
ンド・ストライプスによっても報道されているが，アメリカの主要なメディア
や日本においてもこのような事実は報道されていない。しかし，ネイヴィ・タ
イムスやスターズ・アンド・ストライプスによると，アメリカでは今年になっ
て国防省に対して議会が調査を命じている。それに対して，被爆の影響が問題
とされている日本で，政府がこの訴訟に対する態度を一切明らかにせず，ま
た，この裁判でどのような審理がなされそこでどのような議論が戦わされるの
かは，極めて興味深く，無視できないニュース・ヴァリューがあると思われる
が，筆者の知る限り全くと言わざるを得ない程度，報道はなされていない。こ
れが 3. 11を経験し，それが突き付けた問題に総力を挙げて取り組まねばなら
ない国の報道の在り方として，適切であると言い得るであろうか。今後の訴訟
の成り行きとともに，それについての報道についても関心を持ってその行方を
見守るべきであろう（10）。
う）尖閣列島報道
尖閣列島問題は，日中間の関係を急速に悪化させ，日本国内においても中国
に対する反感が広がっているように見える。この問題は気候変動とは関係しな
いが，マスメディアの機能不全が，人々の安全で平和な生存を脅かす点で，類
似点を持つ重要な問題であるので，少し紹介しておく。これまでは，アメリカ
の戦争に日本が引き込まれることを恐れるという理由を中心にして，安保条約
や日米新ガイドラインなどの日米の軍事協力を推進する動きに対する反対運動
がなされてきたが，今や，中国との協調を求めているアメリカが日本と中国の
紛争に巻き込まれることを恐れるという皮肉な状況が生まれている。日本政府
は尖閣列島について，明確に日本の領土であり，その意味で領土問題は存在し
ないという立場を明確にしている。そして日本のマスメディアにおいても日本
政府の立場に対して批判的なコメントは見られず，ただ政府がそのような立場
をとっていることを伝えるだけで，実際に領土問題は国際的に存在しないと言
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うことができるか否かを批判的に検証しようとする記事は見られない。その様
なマスメディアの在り方が，日本社会の中に感情的なナショナリズムが生まれ
ることを助けていると思われる。
しかし，中国ウォッチャーとして名高い矢吹晋氏による著作を見ると，日本
のマスメディアが取り上げていない様々な事実が資料を挙げて説明されてい
る（11）。それによると，日本政府の現在の立場は，事実と異なる前提に立った
ものであり極めて危険な立場であることになる。彼が挙げている事実をいくつ
か挙げてみる。例えば，まず，地理的には尖閣列島は台湾の附属島嶼にあた
り，琉球王国の領土ではなかった。そして，何よりもアメリカが尖閣列島に関
する日本の領有権を認めていない。矢吹氏によると，沖縄返還の際，アメリカ
は尖閣列島の日本への返還を強く批判する蒋介石の動きに対して，領有権と施
政権を区別して，日本に対して施政権のみを認め，領有権に関しては，中立の
立場を保つという立場をとったのである。しかし，その事実は，当時の佐藤内
閣によって国民に知らされることはなく，そのような事実は今も隠ぺいされて
いる。さらに日中国交正常化時に田中角栄・周恩来会談で，尖閣列島の帰属問
題に関する棚上げの合意が存在し，その後の園田直・鄧小平会談においてその
再確認がなされている。これに加えて，国際法上日本の主張は正しいという意
見もあるが，頼みのアメリカが中立を保ち，軍事的な援助に及び腰である状況
で，核を持つ軍事大国である中国と事を構えることが本当に出来るのか。ま
た，それは真に日本が取るべき道なのかは，今一度真剣に問い直されねばなら
ない。このような事実を踏まえると，尖閣列島問題については，もっと慎重な
検討と対応が要求されることが分かる。日本政府のように，領土問題は存在し
ない，の一点張りでは，事態が険悪になるだけである。以上のような矢吹氏の
指摘は当然幅広く報道され，その是非や，それを踏まえていかに振る舞うべき
かについての議論がマスメディアを通じてなされるべきであると思われるが，
残念ながらそのようなことは起こっていない。矢吹氏の本を読んだ人しか以上
のような理解の存在を知らず，ただ領土拡張欲求・資源獲得欲求による中国の
理不尽な振る舞いと捉える理解が広く受け入れられている。
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このような動きによるナショナリズムの喚起や，軍備の増強，そしてアメリ
カとの軍事的関係のより一層の緊密化を狙う勢力にとっては今述べた状況は望
ましいのかもしれないが，上にも述べたように，アメリカ自身が事態の展開を
喜んではおらず今後の展開は予断を許さない。マスメディアの機能不全が，隣
国との関係を悪化させ社会の雰囲気をきな臭いものにし，感情に押し流される
ことなく，穏やかかつ確固とした事実に基づいてなされる民主主義的な議論の
成立を困難にしている。
このようなマスメディアの腐敗，無責任な報道の在り方は，氷山の一角であ
り，3. 11後の原発事故報道や生活保護をめぐる報道をはじめとして，問題は
いくらでもあげることができる。これでは人々が確かな判断を下すことが困難
になるのもいたしかたない。そして，マスメディアの問題を語るとき，その背
後に企業と国家の癒着によって成り立っている企業国家の存在を抜きにするこ
とはできない。
4．企業国家：逆転した形態の全体主義
監視社会化の進展の中で，企業国家による強大な権力の行使による全体主義
的な統治形態への動きは，いよいよその速度を速めているように見える。この
問題を考えるとき，メディアの寡頭支配，政治資金の規制の緩和（悪名高い連
邦最高裁の Citizen United v. Federal Election Committee 判決がよい例で
ある）等で日本より全体主義化の度合いが高い，その意味で進んでいるアメリ
カの形態について，シェルダン・ウォーリン（Sheldon Wolin）が興味深い議
論を行っており，参考になる（12）。ウォーリンは，現在の全体主義は，ナチに
代表されるようなものと逆のベクトルで形成されるとして，逆転した形態の全
体主義（inverted totalitarianism）と名付けている。「限りのない権力と戦闘
的な拡張政策という点ではナチも現在の体制も変わりはないが，ワイマール体
制においては，全体主義の担い手は街路を支配していた無法者たちであり，民
主主義は政府に限られていたのに対し，現在のアメリカでは民主主義は街路で
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こそ生き生きとしているのに対し，全体主義への危険はますます抑制が効かな
くなっている政府に存している。」また，「ナチの支配の下では，大企業は政治
体制に服従していたが，アメリカでは企業権力は政治的な権力者集団，特に共
和党の中で極めて支配的であり，ナチの場合のまったく逆の，役割の逆転が示
唆されている。そして，科学と技術の資本主義的構造への統合によって利用可
能となった拡大を続ける力と資本主義の力の代表者としての企業権力こそが全
体主義化する動因を生み出しているのに対して，ナチにおいては，生命圏など
のようなイデオロギー的な概念がそのような動因を提供していた。」
さらにウォーリンは逆転した形態の全体主義について次のようなきわめて鋭
い特徴づけを行っている。すなわち，ナチの全体主義は大衆に団結による権力
や力の感覚を促進することに力を注いだのに対し，逆転した形態の全体主義は
「弱さの感覚や，団結のむなしさの感覚を促進する。」ナチは大衆の動因を積極
的に推進したのに対し，逆転した全形態の体主義は，投票にも行かない政治的
に解体された社会の出現を望んでいるのである。そして，容赦ないリストラや
年金カット，さらには富裕層や有力なコネの持ち主を優遇する政策等々を実施
し，「より貧しい層に無力感と政治的絶望を与える」のである。これらに加え
て，ウォーリンは「へつらい，ますます集中の度合いが進むメディア，大学と
大学の後援企業の統合，潤沢な資金に恵まれたシンク・タンクや保守的基金の
内に制度化されたプロパガンダ・マシーン，テロリストや疑わしい外国人や国
内の反体制派の特定を目的とする地方の警察と全国レベルの法執行機関の間の
より緊密な協力によって，上記のシステムは助長される」のである。
このようなウォーリンの説は，最近より具体的な経験に基づく叙述によって
裏付けられている（13）。
マイク・ロフグレン（Mike Lofgren）は最高機密に関する取り扱い許可を
持つつ国家安全保障の専門家である議会の職員として過ごした 28年間の経験
を持っており，彼の意見は無視できない重要性を持っていると言ってよいであ
ろう。そのロフグレンは，政府の現状に耐えられなくなって職を辞しアメリカ
の権力構造に関する極めて具体的で興味深い像を提出している。それによる
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と，通常の政府のほかにもう一つの国家が存在しており，それは深層国家
（deep state）と名付けられている。いわば表の国家では，対立する党がそれ
ぞれの議院を支配しているため，多くの法案が成立せず，一時の日本同様決め
られない政治が続いているように見える。しかし，実際には，深層国家のもく
ろみはその構成単位の間の同意に基づき着実に実現されている，とロフグレン
は主張している。この深層国家を構成しているものは以下のようなものであ
る。国家安全保障や法執行機関の合成物，すなわち国防総省，国務省，国土安
全保障省，CIA，司法省，財務省などである。これらの構成要素をなす機関は
国家安全保障会議を介して大統領府によって統合されている。また，バージニ
ア州東部連邦地裁，マンハッタン南部連邦地裁などの裁判所，議会のリーダー
と防衛委員会や諜報特別委員会といった政府機関と，以下に述べる民間企業や
富裕な個人からなっている合成物なのである。ロフグレンの簡潔な定義を紹介
しておくと，「深層国家は，政府の諸構成部分と金融と産業の最上位の部分の
混成的な連合体」となる（14）。
民間企業は，深層国家の中核的部分をなしている。ロフグレンはその深層国
家への浸透ぶりをワシントンポスト紙の記事から示している。その中で瞠目す
べき事実は，政府と契約して最高機密取り扱い許可を持って働いている民間人
の数が，854,000人もいることである。ロフグレンによると，これらの契約者
（企業）が，アメリカという国の方向を決めているのと同様に，首都ワシント
ンの政治的かつ社会的基調を決めているのである。
ロフグレンは，司法長官エリック・ホールダーの上院の司法委員会での証言
「金融の巨大企業のいくつかの規模は，あまりに大きすぎるので，もし起訴す
れば，すなわち刑事告訴をしたなら国の経済，多分，世界経済にさえ否定的な
影響を持つという兆候に思い至るとき，我々がそれらを起訴することが困難に
なる。」という証言を引用しながら，「ウォール・ストリートが深層国家とその
戦略の究極の所有者であるかも知れないと言っても言い過ぎではない。ウォー
ル・ストリートは，政府の職員に，間違いなく通常の給与を得ている政府の職
員の夢をはるかに超えている，貪欲な夢を超えた高収入が約束される第二の仕
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事を報酬として与える財力を持っている，という理由だけからでもそのように
言うことができる」と述べている。
ロフグレンは監視社会の形成にとって不可欠なものとして，シリコンバレー
も深層国家の構成要素の内に入れている。ロフグレンは，協力への見返りとし
て，政府がシリコンバレーに対し，知的所有権に関して極めて迎合的態度をと
っていると述べる。その例として，アメリカ人がスマート・フォンの仕様をメ
ーカーが指定したプロバイダー以外のものを使おうとして改変したなら，最高
50万ドルの罰金と数年間投獄を課される事実を挙げている。また，シリコン
バレーそのものが商業的目的で，電子機器を使用するすべての人の活動を追っ
ていることも付け加えている。
以上からも分かるように，深層国家は，国家安全保障の要請と企業のヘゲモ
ニーという二つの柱に基礎をおくものである。この強大な権力・財力を持った
存在が自分たちの利益のために動くとき，民衆の利益は忘れられ，民主主義
は，失われてしまう。ウォーリンの言う逆転した形態の全体主義体制が形成さ
れるのである。この体制の気候変動に関するプロパガンダ工作の動きを示すも
のにクライメート・ゲート（Climate gate）と呼ばれる事件がある（15）。これ
は，2009年のコペンハーゲンにおける気候変動枠組み条約締約国会議（COP
15）を間近に控えた 11月に，イギリスのイースト・アングリア大学の気候研
究ユニットのコンピュータがハッキングされ 1000 通以上の電子メールと
3000以上の文書が奪われ公開された事件である。これらの文書は文脈を外し
て用いられたり，字句が編集されたりして，気候変動の事実とその原因が人間
であると主張している科学者たちは，科学的データを不正に操作し，自分たち
の説に根拠があるように見せかけていた，また，学会誌を乗っ取り，自分たち
の説に都合が悪い説を唱える論文を載せなかった，さらには ICPP をもコン
トロールしていたという説が，まことしやかに流され，気候変動説は実は極め
て政治的でイデオロギーによって生み出された非科学的なものでしかないとい
う主張が声高に叫ばれた。インターネットを見れば，そのころその説を信じ，
何たる嘆かわしいことだと述べている学者のブログを読むことができる。しか
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し，現在では，詳しい調査の結果，不正が行われたといういかなる証拠も見出
されなかったという結論が受け入れられている。この事件の中で特に攻撃され
たホッケー・スティック・グラフ（それまで変化はなく大気中の二酸化炭素の
量が産業革命による化石燃料の燃焼とともに急激に直線を描いて上昇する様が
ホッケー・スティックの形に似ているためそのように呼ばれている）は今も科
学的に信頼できるものとして受け入れられている。その作成者であるマイケル
・マン（Michael Mann）はこのグラフを載せた論文を発表して以来執拗な攻
撃にあい，その経験を彼の著作『ホッケー・スティックと気候戦争：前線から
の報告（The Hockey Stick and The Climate Wars : Dispatches From the
Front Lines）（16）』やインタビューで詳細に語っている（17）。マンの研究は何度
も調査され，彼の電子メールは盗まれ，また召喚され，彼の生命や彼の家族は
おびやかされたのである。マンはこのような動きについて以下のように語って
いる。
エクソン・モービルやアメリカ石油協会などの化石燃料の主要な利益集
団とコウク産業，スカイフ財団などの化石燃料産業と連携しますます力を
得つつある私的利益を追求する集団の結合体が，人々に（気候変動説）の
基盤となる科学が致命的に欠陥を持っており，不確実であり，気候変動に
立ち向かうことは我々の経済を破産させると確信させるためのプロパガン
ダキャンペインに何百万ドルも費やしてきた。これらの説はともに真実で
はないが，政治のよく知られた教訓は，十分に繰り返されたウソはしばし
ば真理として受け入れられる，ということである。彼らの主張を喧伝する
ための精緻な反響室に資金を提供することにより，これらの集団は，問題
とその脅威についての人々の理解を曇らせることに成功したのである。
マンのこのような証言は注（9）で挙げた書物でより詳しく述べられている。
このような所謂気候変動否定論の普及のためのプロパガンダが，アメリカに
おける気候変動問題の切実さを理解しない世論調査の結果の背後にあるのであ
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る。一部の人々の私的利益の貪欲な追求が地球の，したがって人類の文明の危
機を生み出しているのである。上で述べたマスメディアの気候変動問題に関す
る微温的な取扱いの背後にも，このような集団の力を感じざるを得ない。この
ような集団やその動きは，3. 11の際とその後の東京電力に代表される電力会
社と財界の動きをみれば，日本にも存在していることが分かる。そのよい例
が，所謂原子力村の存在であり，3. 11から 3年がたち，今なお問題の解決の
見通しがつかない中で，あたかも 3. 11（東日本を失うかもしれない可能性が
あったこと）やそれによる多くの被災者の今なお続く苦境が存在しないかのよ
うな原発再稼働に向けての言語道断な動きである。フクシマに関する問題意識
を風化させるマスメディアの動きもアメリカのそれと極めて類似していると言
ってよいであろう。さらには，経団連が 1995年に出したレポート「新時代の
『日本的経営』‐挑戦すべき方向とその具体策」と 1998年に出した「『新時代
の日本的経営』についてのフォローアップ調査」で示された要求通りに非正規
雇用（レポートが雇用柔軟型と呼ぶもの）が増え，正規雇用が減らされ，日本
社会における格差の最大の原因となっている，という事実を挙げることができ
る（18）。このような権力構造の中で上述したアメリカの退役及び現役の水兵の
訴訟の無視も捉えることができるであろう（19）。
このような強大な利益集団の権力と財力に抗して地球をそして人々の生命と
生活を守るためには，民主主義を真に生かすことが不可欠である。次に，その
ような目的を果たし得る民主主義と中核をなすものとそれを支える徳性，及び
それを生み出す世界観・人間観について語ることにする。
5．目指すべき民主主義－破滅を回避するために
日本は欠陥を持ちながらも一応曲がりなりにも民主主義の形式をとってい
る。しかし，既に述べたように，民主主義が機能するために不可欠であるマス
メディアは機能していない。したがって，人々の現状認識はプロパガンダによ
って左右されやすい。その結果，例えば，非正規労働者の地位を高める枠組み
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作りに力を入れることなくその数を増やすことに力を注ぐ政党を，正規労働者
になることを望む人々が支持するという悲喜劇が生まれるのである。このよう
な場合，その政党の政策の実質的な意味をより詳しく分析した報道がなされて
いれば，人々の投票行動は違ったものになっていたであろう。マスメディアが
機能している社会においては，重要な結果をもたらす政策や思想についての
様々な形での批判的検討がなされ，そのことは人々の判断が合理的なものにな
ることを助ける。しかし，現状はこのようなあるべき姿からは程遠い。しか
も，気候変動のような我々の生命と生活を脅かす巨大な危機が迫っているので
ある。我々が必要としているものは，より深いレベルでの思想や態度の変革を
伴った，事柄の根幹に触れるという意味でのラジカルな民主主義である。
形式だけではなく，民主主義的制度を支える思想や態度が深刻な人間理解に
根ざした徳性によって支えられたラジカルな民主主義こそがいま必要かつ望ま
れているものである。ラジカルな民主主義を支え得る人間観とそれが涵養する
徳性について述べることにする。
A．われわれは地球である：畏怖の念に基づく平等感と謙遜の徳
人類は，ビッグ・バン後の星の生成消滅の過程の中で生まれた地球という星
の中の生命の誕生と進化の歴史の産物である。それは，我々が複雑な因果の連
鎖の中で生まれた生き物であるということを意味する。人間の身体は地球を構
成する諸元素の部分を構成する 29種類の元素からできており，食物という形
で様々な元素を取り込んで生命を維持し，死後は，また様々な元素へと分解さ
れ宇宙に拡散してゆく。その意味で，地球と我々人間は，最終的に区別できな
いのである。デイヴィッド・スズキ（David Suzuki）が言うように，「我々は
地球なのである。（20）」
このように我々人類は，他の地球に生息する生物同様地球を構成する元素か
ら作られ，その元素によって生を保ち，また地球に拡散してゆく存在である。
違った比喩を用いれば，我々地球に生息する生命体は，地球の一部であり，地
球という同じ家を共有している家族ないし同胞ということができる存在であ
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る。もちろん，牛やミミズ等々と人間とは能力や生の形式は異なることは言う
までもないし，その違いは人間にとって無視できない意味を持つことは言を俟
たない。しかしながら，今述べたことはある意味でより根本的な人間の条件を
なす事実，人間存在を考える際にまず考慮されるべき根本的事実である。この
根本的事実を踏まえて人間が今行っていることを考えるならば，それがいかに
馬鹿げたものであるのかが分かるであろう。人間は自らがその一部であり，そ
の中で生まれ，それによってその生を維持してきた家であり，また母である地
球環境を破壊し，同胞たる他の生命を正当防衛としてではなく，ただ自らの無
際限な欲望を満たすために虐待し差別し殺戮しているのである。ここで考えら
れているのは，工場制農業のことである。このような近視眼的な，短期の利益
のみを目指した行動は，気候変動の促進や，環境破壊，そして疫病の発生等々
の負の結果を招いて人間に既に多くの警告を発しているが，短期的な利益によ
って潤っている現在の権力・財力を有する企業国家は，そのような問題の解決
に本格的に取り組もうとはしていない。それゆえ，上で述べた根本的事実の意
味について多くの人々が真剣に思いを巡らせることが大切なのである。
「我々は地球である」という言葉で表現される人間と地球の不可分離的関係
は，当然，地球の生態系の中で起こった人間の想像力を超えた複雑な過程のう
ちで今の我々一人一人が存在するという事実，換言すれば我々一人一人が地球
上の生命の歴史を踏まえつつそれぞれ違った存在としての個別の歴史を持った
存在であるという事実に思い至らせる。そのような事実を理解するとき，我々
を生みだした地球，ひいては宇宙の複雑さ広大さを感じ，我々の個々の生を超
えた大いなる何ものか－それは自然でも宇宙でもよいが－に対する畏怖の念を
持っても非合理的な感情とは言えないであろう。パスカルの言う通り，そのよ
うな膨大な時間・歴史を考えることができる点で，人間の知的能力は畏怖の念
を起させるものものではあるが，そのような知性も結局は地球の一部であり，
地球の歴史から生み出されいずれ消滅してゆくものである。したがって，か弱
い葦であるという点と宇宙を考えで覆うことができるという点とは同等ではな
い。近代の歴史は，後者の点をあまりに過剰に評価して，前者の事実を忘れ去
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る歴史であるということができる。その様な傲慢が，現在の危機を生んでい
る。ここで要請されるのは，より謙遜な感情であり態度である。このような時
間的空間的に広大な視野で人間を考えるとき個人間のくさぐさの相違は瑣末な
ものに見え，大きな意味を持たず，逆に，根本的な生命の貴重さ，平等さを強
く感じざるを得ないのではないか。
産業革命以降，特に産業資本主義の発展の中で，我々の家であり母である地
球は，単なる資源，われわれの欲望を満たすための手段として収奪の対象とな
り，畏怖の念などは棄て去られてゆき，そのような態度を棄てた人々が財力・
権力を握ってゆくことになったのである。このような歴史の行き着く先は現在
の気候変動を人間の欲望を抑えることによってではなく，科学技術によって防
ぐ，ないし，他の天体に移住することによって危機を回避しようという考えに
より露わな形で示されている。
B．地球生態系の構成要素間の相互依存性
個々の人間の生を生みだしまた維持している地球の生態系の複雑なバランス
を垣間見るとき，一人一人の生命のかけがえのなさを痛感するとともに，それ
らの間の極めて複雑で精妙な相互依存の関係を痛感せざるを得ないはずであ
る。言うまでもなく，我々の身体は我々が作り出したものではなく，繰り返し
述べている地球の生態系における生命進化の，人間のものさしでは実感として
とらえきれない規模の時間と複雑さを持った歴史の産物である。そこには，自
分のコントロールをはるかに超えた物質や他者や出来事によって自分の心身が
形作られていること，また自分が他者のそのような形成に関与していることを
痛感せざるを得ないのである。デイヴィッド・スズキが紹介しているアメリカ
人天文学者ハーロー・シェイプリー（Harlow Shapely）の計算によると，
我々の一回の呼吸の中に含まれる不活性ガスアルゴンの数は，3×1019個だそ
うである。それら吐き出されたアルゴンガスは地球全体に拡散してゆき，一年
後ある人はどこにいようと約 15個の一年前に自分の中から吐き出されたアル
ゴンガスを含んでいるそうである。さらに，我々の呼吸するガスの内にはジャ
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ンヌ・ダルクやキリストの身体，さらには 6500万年前の恐竜の中にあったア
ルゴンガスを含んでいるのである。またはるか将来のすべての生命体を満たす
のである（21）。
また，腸内細菌叢に象徴されるように我々は生命維持のために自分以外の者
との共生が不可欠である。マイケル・ポーランの最近のインタビューによる
と，腸内細菌叢のあり方は我々のムードにも影響を与えているそうである（22）。
むろん，人間のスケールで考えても，我々は自尊心を持ち自分に対する他者の
態度によって大きく影響を受ける存在である。他者が自分を 1個の尊厳を持
つ人格として扱ってくれるとき，自分はまさにそのような人格となり，他者に
対して同様な態度をとる能力が自己のうちに培われ，強化されるのである。
C．理由の空間を維持する民主主義的社会実践
上記の理解を持つとき，人は他者に対する尊敬とそれと表裏の関係にある謙
遜の念をより一層自覚することになるであろう。地球に代表される世界に対す
る畏怖の念と自分を生かしてくれている様々な相互依存関係や複雑な因果の連
鎖の理解に基づく，他者への尊敬の念こそが我々が今必要としている民主主義
の基盤となるべき態度でありメンタリティである。この基盤によってこそ民主
主義の根本的人間観の中核をなす各人の人間的生命としての平等とそれに基づ
く尊敬を互いに示し合うという規範としての礼儀・作法が生まれ，また支えら
れる。
より具体的に言うと，互いに考える葦として，壊れやすく傷つきやすい互い
をいたわりあうという連帯の絆を形成する基盤となる。さらに，我々人間が葦
でもあるものとして不完全な考える能力を持つ存在であることに基づき，人間
集団の生活の質に無視できない影響を持つ判断をなすときには，互いに自らの
判断の根拠・理由を述べ合うという行為が奨励される。そのような行為が，相
手への尊敬の表明であるとともに，不完全で誤りやすい考える葦にふさわしい
民主主義の実践の規範を生み出すのである。この理由を明確にする実践は，無
意識のうちに持っていた考えのメリットやデメリットをより明確に自覚にもた
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らし，問題となっている事象に関する互いの理解を深め，よりよい判断を生み
出す可能性を高める。セラーズの有名な「理由の空間」という言葉を用いれ
ば，理由の空間に生きることを実践することにより，多数派の専制を抑止し，
少数派であっても数を頼むものや財力・権力・暴力に頼って自己の利益に偏し
た判断の押しつけることを防ぐことができるのである（23）。
むろん，近代になり，社会がいよいよ複雑化・多元化する中で，共通の基盤
を見つけることが困難になりつつあることは確かであるが，それは，個ない
し，自分と同じ前提を共有する集団の中に閉じこもる誘惑に勝てないことを意
味しはしない。何よりも，上で述べた人間の地球と一体化したあり方と相互依
存に基づく互いの人間という生命体としての平等を認め合い，互いに尊敬の念
を持ちそれを示す態度をとることを出発点とするとき，多様な仕方で相互に疎
外し合うという，これまでの人間の歴史の中で培われてきた人間の基本的なあ
り方に反する，破滅的な態度はとれないはずである。ともかくも，内在批判を
行うという形で議論，より広く言えば会話を続けることは可能である。さらに
互いに会話を続けるために自分が正しいと思う理由を述べ合いそれを互いに検
討し合う中で，上でも述べたように，よりよい判断・立場を見つける可能性が
高まるのである。パースの言葉を借りれば，探求の道をふさぐことなく，常に
よりよい立場・判断を求めての果てのない旅を続けることができるのである。
しかし，現実は今述べたような理想からはあまりにかけ離れている。人間
の，特に先進国の都市に住む人々の多くの生活は，地球の生態系からの物理的
心理的疎外によって規定されている。人工的な環境の中で生活し，風のそよぎ
など自然の動きとの接触はなくなることはあり得ないが，そのことの持つ大き
な意味についての自覚もなく，より大きな地球生態系全体という巨大な自らの
存在の基盤に対する心理的な距離は限りなく増大している。昔読んだバートラ
ンド・ラッセルのエッセーで，哲学の役割の一つは，今・此処からの解放であ
るという言葉があったことを記憶しているが，むろん日々の生活の事象も大切
であるが，我々は，今一度，そのような日々の生活の背後にある我々の存在の
基盤について想いを馳せ，自分たちの生活の偏りを反省し，その矯正の術を真
６３なすところなく破滅への道を歩む私たち
剣に考えてみるべきではないのか。その様な時間，想いにふける余裕がないま
まに，我々は，破滅への道を歩み，その歩みの速度は速まりつつある。
さらに，そのようなより深い思いに根ざした謙遜や他者の命の貴重さ，互い
の平等への感覚は，社会の変革を生み出すに至るほどの力を獲得するには至っ
ていない。このようなメンタリティの質では，互いの立場を支える理由の相互
の検討，何よりも，真摯に自らの理由を明らかにし，他者の理由を真摯に検討
する態度は根付かないのである。その様な寒々とした風景の中では，自分が所
属する組織の防衛やその組織の中での自分の地位の保全，より端的に言えば，
自己利益の優先という，公正や正義の価値とは縁のない行為が幅を利かせてい
る。元裁判官瀬木比呂志氏の近著は健全な民主主義社会の成立にとって不可欠
な裁判所の救い難い腐敗を暴いたものであるが，それに驚かない自分を見出し
て，今さらながら日本の民主主義，そして気候変動がもたらすであろう悲劇的
な結果を思わざるを得ない（24）。
上で述べたようなあるべき民主主義を実現することは，極めて困難な企てで
あり，しかも時間は限られている。しかし，そのような方向での努力なしに
は，我々は，ただ手をこまねいて破滅を待つだけになってしまう。3. 11や科
学者の警告，実際の異常気象等々多くの危険信号にもかかわらず短期的に捉え
られた自己の利益にのみ視野が限局された権力の中枢である企業国家に対し
て，本格的な気候変動への対策をお願いしても，それが聞き入れられる可能性
は限りなくゼロに近い。この緊急事態において必要なのは，お願いではなく，
真に日本のそして世界の民衆の利益を実現する文字通りの民衆のための民主主
義を確立することである。そのことなしには，ただ人間の文明の破壊が待って
いるだけであり，これから被害の度合いは次第に増大してゆくだけである。し
かも，その変化は，徐々にではなく，時にほとんど壊滅的な度合いの結果を繰
り返しつつ進むであろう。時間的にも今存命中の人々の多くが，そのような悲
惨な運命に見舞われる可能性は否めない。事態はそこまで来ているのである。
丸山真男は「大日本帝国の『実在』よりも，戦後民主主義の『虚妄』の方に賭
ける（25）」という見えを切ったが，その戦後民主主義は，その後実体を獲得す
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ることができず，今や戦前へ回帰するという形での戦後民主主義の清算がなさ
れようとしている体たらくである。人類の将来に希望を持とうとする者にとっ
て，民主主義のできる限り早い実現が望まれるのである。
6．終 わ り に
トム・エンゲルハート（Tom Engelhardt）の最近のトム・ディスパッチ
（TomDispatch）によると気候温暖化の現実を直視するべきと述べていたオバ
マ政権が，近未来におけるアメリカのサウジ・アメリカ化に向けて動いてお
り，その天然ガスの蓄積をロシアに対する外交の道具として用いようとしてい
るそうである。そのことは，温暖化ガス大量排出国の一つであるアメリカが，
気候変動の問題を理解しつつ，化石燃料の燃焼を気候変動による破滅を止める
ような形で停止しようとする意志が全くないことを意味している。予想できる
ことであるが，エンゲルハートが皮肉たっぷりに書くように，「グリーン・レ
ヴォリューション大統領のエネルギー地政学の新たなヴァージョン」に中には
エクソン・モービルなどの主要な石油やガスの生産者や共和党の指導者たちを
も含めた同調者が存在しているのである（26）。気候変動の解決には，少数の国
の努力だけでは全く不十分である。まさに国際的な連帯が不可欠である。しか
し，巨大な利益共同体をなしている多国籍企業と諸国家の複合体に，巨大な利
益を生むビジネスを放棄するようにさせることは，なまなかなことでは成功の
見込みは全くないと言ってよい。それには，多くの人々が，問題（27）の深刻さ
を痛切に理解して，その問題の深刻さに応じた要求を巨大な権力に対して行
い，それを実現させることしか道はないのである。既にアメリカでは，カリフ
ォルニア大学バークレー校の学生などを中心に，化石燃料を生産する大企業に
対する投資をやめるようにと様々な大学や団体に要求する運動が起きている。
これは，南アフリカのアパルトヘイト政策放棄に一定の役割を果たした運動の
形態である。しかし，アパルトヘイトの場合と違い，巨大な企業に主要な利益
の源になる資源を使用しないことを約束させることは至難である。戦後のアメ
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リカの侵略行動の背後には，石油をはじめとするエネルギーの獲得とそれに関
係する利権の確保という目的が存在することを思うとなおさらである。しか
し，レベッカ・ソルニット（Rebecca Solnit）も言うように，非常のときに
は，非常の行動が要請されるのである。
しかし，それにしても近未来に起きる破滅的な出来事を考えると，なぜここ
まで問題を放置してきたのかと思わざるを得ない。むろん，それには，既に述
べた様々な隠ぺい工作があったことは確かである。とにかく，この事態を回避
するために，出来る限り早くラジカルな民主主義を作り出し，問題に対処する
体制を構築する必要がある。真の社会の安全を願うなら，軍事費ではなく自然
エネルギーのシステムの開発に多くの予算を用いるべきである。我々が今心に
刻むべきことは，よく知られているセナンクールの次の言葉である。「人類は
消滅しうる。そうかもしれない。しかし，抵抗しつつ消滅しようではないか。
無が予定されているとしても，それが正当なことであるようにならないよう行
動しようではないか。（28）」
追記：直近の 3月 17日の朝日新聞によると，ICPP の予測として日本の気象
は今世紀末に最大 6.4度上昇という恐怖を誘う記事を載せている。これでも
我々は何もしないのであろうか。
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